
仙台市保育士等雇用対策費助成金交付要綱 

（令和 2年 4月 1日子供未来局長決裁） 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，小規模保育事業等において，利用児童の欠員の生じやすい４～６月

の職員確保に要する経費に対し，予算の範囲内において助成金を交付することについて，

仙台市補助金等交付規則（昭和５５年３月３１日仙台市規則第３０号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 小規模保育事業等 

仙台市小規模保育事業 A 型・B 型事業実施要綱（平成２７年３月３１日子供未来局長決

裁）第４条，又は仙台市事業所内保育事業実施要綱（平成２７年３月３１日子供未来局長

決裁）第４条のいずれかによる認可を受けた事業 

（２） 欠員数 

 各小規模保育事業等の設定する利用定員総数から在籍児童数を減じた数 

 

（助成金交付対象者） 

第３条 この助成金の交付を受けることができる者は，次の要件を満たす者とする。 

（１）仙台市内の小規模保育事業等を運営する事業者（以下，「事業実施者」という。）で

あること。 

（２）申請者が個人の場合にあっては，本市の市税を滞納していないこと。申請者が個人

以外の場合にあっては，法人の市民税及び事業所税に係る市長に対する申告(当該申告の義

務を有する者に限る。)を行い，かつ，本市の市税を滞納していないこと。市長が申請者の

同意に基づいて市税の納税状況を調査することにより確認するものとする。ただし，申請

者が，市税の滞納がないことの証明書(申請日前３０日以内に交付を受けたものに限る。)

を提出した場合はこの限りではない。ここに規定する市税とは，申請者が個人の場合，個

人の市民税(地方税法第３１９条第１項の規定より普通徴収の方法によって徴収されるもの

に限る。)，固定資産税，軽自動車税（種別割），都市計画税とする。申請者が法人の場合，

個人の市民税(当該法人が仙台市市税条例第２２条各項の規定に基づき，特別徴収義務者に

指定されている場合に限る。)，法人の市民税，固定資産税，軽自動車税（種別割），特別

土地保有税，事業所税，都市計画税とする。 

（３）暴力団等と関係を有していないこと。 

 



（助成金の額等） 

第４条 この助成金の交付の対象となる経費，助成額及び助成要件は別表のとおりとする。 

 

（交付の申請及び決定） 

第５条 規則第３条第１項の規定による交付の申請は，仙台市保育士等雇用対策費助成金

交付申請書兼実績報告書（様式第１号）に必要な書類を添付して，市長が別に定める期

日までに提出して行うものとする。 

２ 市長は，前項の交付申請があったときは，その内容を審査し，必要に応じて現地調査

等を行った上で，助成金を交付すべきものと認めたときは，速やかに助成金の交付及び

補助金の額を決定するものとする。 

３ 市長は，前項の規定により助成金を交付することが適当と決定したときは，仙台市保

育士等雇用対策費助成金交付決定通知書兼確定通知書（様式第２号）により，当該申請

者に対し通知するものとする。 

４ 市長は，前２項の規定により助成金を交付することが不適当と決定したときは，仙台

市保育士等雇用対策費助成金不交付決定通知書（様式第３号）により，当該申請者に対

し，その旨及び理由を通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第６条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げは，交付決定の通知があった日から

１０日を経過した日までに仙台市保育士等雇用対策費助成金交付申請取下書（様式第４

号）により行うものとする。 

 

（助成金の交付） 

第７条 市長は，第５条の規定により助成金の額の確定を行った後，事業実施者から請求

書の提出を受けて，助成金を支払うものとする。 

 

（決定の取消し） 

第８条 市長は，助成事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，助成金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

（１）虚偽その他不正の手段により助成金の交付の決定又は交付を受けたとき 

（２）助成金を他の用途に使用したとき 

（３）正当な理由がなく，市長の調査，報告又は資料の提出を拒んだとき 

（４）助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他規則又はこの要綱に基づ

き市長が行った指示に違反したとき 

２ 前項の取消しを行ったときは，理由を付して仙台市保育士等雇用対策費助成金取消通

知書（様式第５号）により通知するものとする。 

 



 

（助成金の返還） 

第９条 市長は，助成金の交付の決定を取り消した場合において，当該取消しに係る部分

に関し既に助成金が交付されているときは，期限を定めて，その全部又は一部の返還を請

求するものとする。 

 

（立入検査等） 

第１０条 市長は，必要があると認めるときは，助成事業者から報告若しくは資料の提出

を求め，又は本市職員にその事務所，事業所等に立ち入らせ，書類その他の物件を検査さ

せ，若しくは関係者に質問させるものとする。 

２ 市長は，前項の結果，必要があると認めるときは，助成事業者に対し改善その他必要

な措置を講ずるよう指導することができる。 

 

（書類の整備等） 

第１１条 助成金の交付を受けた事業実施者は，助成事業に係る収入及び支出を明らかに

した帳簿等の証拠書類を整備し，かつ助成金の交付を受けた年度の翌年度から５年間保

存しておかなければならない。 

 

（細則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項はこども若者局長が別に定める。 

 

附則（施行月日） 

この要綱は，令和 2年 4月 1日から実施する。 

附則（令和 5年 4月 1日改正） 

この改正は，令和 5年 4月 1日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

助成金の額 対象経費 

・助成額算定の対象期間：毎年４～６月 

・助成額：助成単価×助成額算定の対象期間の各月初日時点の欠員数 

 ※助成額算定上の各月の欠員数の上限は定員－１２名とする 

・助成単価 

事業種別 欠員１名あたりの助成単価（円） 

小規模保育事業 

 

A型 ７４，０００ 

B型 ６５，０００ 

事業所内保育事業 小規模 A型 ７４，０００ 

小規模 B型 ６５，０００ 

保育所型 ６５，０００ 

 

 

各小規模保育

事業等の定員

に必要な職員

数の確保にか

かる経費 

助成要件 

・定員（事業所内保育事業の場合は地域枠の定員）が１３人以上であること 

・定員に対して基準上必要となる職員数が確保されていること 

・助成を受ける年度内に定員を減らす予定がないこと 

・その他，第３条の要件を満たしていること 

 


